
令和６年度　大町市物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業実績一覧

令和6年度遂行実績事業費（円） その他補助金等充当額（円） 一般財源額（円） 翌年度繰越額（円）

334,780,158 0 910,000 0

実施計画（円） 令和６年度終了実績（円）

令和６年度遂行実
績事業費

令和６年度遂行実績
事業費のうち一般財源や

補助対象外経費
翌年度繰越額

令和６年度遂行実
績事業費

翌年度繰越額

1
大町市住民税非課税世帯
等に対する臨時特別給付
金

7,700,000 7,700,000 7,700,000 6,790,000 910,000 0 6,790,000 6,790,000 0 R5.12.20 R6.5.24
対象世帯に対して令和
6年1月までに支給を開
始する

○

【実施状況】
　支援実績：110世帯（令和6年度実施計画記載分）

【事業効果】
　物価高騰による負担増により、特に家計への影響が大きい住
民税所得割非課税世帯に１世帯当たり7万円を支給することによ
り、家計支援に寄与した。

2

物価高騰対応重点支援交
付金事業（住民税非課税世
帯等に対する臨時特別給
付金、こども加算、定額減
税にかかる調整給付）

327,990,158 327,990,158 324,112,158 324,112,158 0 0 327,990,158 327,990,158 0 R6.4 R7.3
対象世帯に対して令和
6年4月までに支給を開
始する

○

【実施状況】
　１．令和５年度均等割のみ課税…762世帯
　　　令和６年度非課税…371世帯
　　　令和６年度均等割のみ課税…110世帯
　２．子ども加算
　　　支援実績：465人
　３．調整給付
　　　支援実績：8,046人（扶養親族等含む）

【事業効果】
　物価高騰による家計への負担増加に対し、給付金や定額減税
等一体的な支援を行い、家計支援に寄与することができた。

6 No.2事業（事務費） 3,878,000 3,878,000 3,878,000 3,878,000 0 0 3,878,000 3,878,000 0 R6.4 R7.3
対象世帯に対して令和
6年4月までに開始する

○

339,568,158 339,568,158 335,690,158 334,780,158 910,000 0 338,658,158 338,658,158 0 　

評価
◎：相当程度効果があった
○：効果があった
×：効果が無かった

取組みによる効果・課題等
（実施計画で定めた評価指標の目標に対する

達成度および事業の成果）

335,690,158 338,658,158

総事業費（円） 交付金充当額（円）

事業の概要 総事業費のうち、交付金充当額

総事業費 充当額（予算）

総事業費 成果目標

合計

Ｎｏ 事業名
事業開始
年月日

事業完了
年月日

①目的
　No.2記載の「物価高騰対応重点支援交付金事業（住民税非課税
世帯等に対する臨時特別給付金、こども加算、定額減税にかかる
調整給付）」の事務費への上乗せ・横出しを行う

②経費内容
　③事務費 3878千円
事務費[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料
人件費　として支出]

①目的
　物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。

②経費内容
　低所得世帯への給付金及び事務費

③給付金額
　R５年度分の住民税非課税世帯　3122世帯のうちR６計画分110
世帯×7万円

①目的
　物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持する。

②経費内容
　低所得世帯への給付金及び事務費

③給付金額
　R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　762世帯×100千円、令和６年度非課税化
世帯　371世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　110世帯×
100千円、子ども加算　465人×50千円、定額減税を補足する給付の対象者
8046人　(187,360千円）のうちR６計画分


